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株式会社創造学園との業務・資本提携に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、株式会社創造学園(以下、創造学園)と業務・資本提携を

行うことを決議しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 
記 

 
１．業務提携および株式取得の理由 
近年、教育産業を取り巻く環境は、少子化傾向について依然改善が見られず、教育市場の主たる

対象となる学齢人口は過去最低水準になっております。また、大学全入時代の到来は受験の易化を
招き、深刻な学力低下は社会問題ともなっております。一方、一部有名校への受験競争はますます
激化しており、生徒・保護者ニーズの多様化、高度化がますます顕著となっております。このよう
な環境のなか、教育サービスを提供する企業は、提供するサービスの質の向上が強く求められてお
り、中長期的な視点で安定的かつ高品質なサービスの提供を行うため、経営効率の向上が必要不可
欠となっております。 
当社の学習塾事業においては、業務提携、教材の開発強化等、積極的、戦略的な投資を行ない、

塾ネットワークを拡大し、教室・塾分野の強化を図っており、基礎学力+思考力・表現力・活用力を
育む幼児～中学生対象の学習塾「学研教室」は、約13,700教室・約420,000会員となっております。 
創造学園は、1966年に創業し、小中学生を中心とした学習塾「エディック」及び中高校生を対象

とした予備校「創学ゼミナール」の運営を行っており、現在、兵庫県に44校を展開しております。 
今回の提携において、当社が運営する「学研教室」の会員数は小学校3年生が最も多く、兵庫県

は同教室の生徒数普及率が全国トップでもあることから、小学校高学年以降の会員様へも多様な学
習機会を提供することができるようになり、シナジーは大きいと期待されます。また、創造学園は、
国内外において大学及び、各種専門学校を要している創志学園グループの一員でもあり、同グルー
プの卒業生の学研教室指導者の受入など、学研教室の指導者･生徒双方の相互補完も期待されます。
この両社が、互いの経営資源を持ち寄ることで、両社の事業をより発展することが期待でき、また
両社の企業価値向上が図れると判断し、今回の決定に至りました。 
当社は今後もより一層、創志学園グループ及び創造学園と関係を強化していく方針であります。 

 
２．株式会社創造学園の概要 
（１）商 号  株式会社 創造学園 

 （２）代 表 者  代表取締役社長 大橋 節子 
 （３）所 在 地  兵庫県神戸市中央区磯辺通四丁目１番５号 
 （４）設 立 年 月 日  昭和62年7月9日 
 （５）主な事業の内容  学習塾、予備校の経営 
 （６）決 算 期  2月 
 （７）従 業 員 数  709名(2008年5月末。アルバイト566名含む) 
 （８）主 な 事 業 所  本社(兵庫県)  
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 （９）資 本 金  10百万円 
 （10）発行済株式総数  200株 
 （11）大株主構成及び所有割合 大橋博（29.0％）、大橋節子 (27.5%), 

その他個人株主(43.5％) 
 （12）最近事業年度における業績の動向 

 平成19年2月期 平成20年2月期 

売 上 高 3,481百万円 3,728百万円 

売 上 総 利 益 3,355百万円 3,585百万円 

営 業 利 益 220百万円 430百万円 

経 常 利 益 201百万円 402百万円 

当 期 純 利 益 △167百万円 256百万円 

総 資 産 2,876百万円 2,089百万円 

純 資 産 487百万円 744百万円 

1 株 あ た り 配 当 金 － － 

 
３．株式の取得先 
（１）取  得  先  大橋 博 18株(9.0%)、大橋 節子 35株( 17.5%) 
                                   その他個人株主 87株( 43.5%) 
（２）当社との関係  該当事項はありません 
 
４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 
（１）異動前の所有株式数  0株   (所有割合  0%) 
   (議決権の数   0株) 
（２）取得株式数  140株 

(議決権の数  140株) 
（３）異動後の所有株式数 140株   (所有割合 70%) 
   (議決権の数  140株) 
（４）取得金額      1,400百万円 
 
５．日程 
 平成21年１月13日 調印日 
 平成21年１月13日 株券引渡し日 
 
６．今後の見通し 
 当社の今期連結業績への影響は現在精査中であり、今後判明次第お知らせする予定です。 

 
７．本件に関する問い合わせ先 
       株式会社 学習研究社 第四教育事業本部 佐藤 Tel:03-6431-1323 

 
                                      以 上 


